
 

 
 

 

 

租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の

特別控除 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義、所得税：外）（国税） 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 内容 《制度の概要》 

１  概要 

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約（昭

和３５年条約第６号。以下「日米安保条約」という。）及び日本国とアメ

リカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（昭

和３５年条約第７号。以下「日米地位協定」という。）において、日本国

の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に

寄与するため、アメリカ合衆国軍隊（以下「駐留軍」という。）は、日本

国において施設及び区域を使用することが許される旨規定されてい

る。 

このため、我が国は、日米安保条約の目的達成のために必要な施

設及び区域を日米地位協定に定めるところに従って提供する義務を

有しており、施設及び区域の安定的な使用を確保するということが必

要であることから、土地等の所有者との合意による賃貸借契約、国に

よる買収又は日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保

障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍

隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別

措置法（昭和２７年法律第１４０号。以下「駐留軍用地特措法」とい

う。）に基づく使用又は収用により、駐留軍の用に供する土地等の権

原を取得することとしている。このうち、駐留軍用地特措法に基づき使

用又は収用される場合において、かかる土地等の所有者の譲渡所得

について課税の特例が認められている。 

２  特例の内容 

駐留軍の用に供する土地等が、駐留軍用地特措法の規定に基づ

き使用又は収用され、個人又は法人の土地等が収用の対償に充てる

ため買い取られた場合、個人にあっては、その譲渡所得から１，５００

万円を控除、法人にあっては、その譲渡所得から１，５００万円を損金

の額に算入する等の特例措置である。 

《関係条項》 

租税特別措置法（昭和３３年法律第２６号）第３４条の２、第６５条の

４、第６８条の７５ 

4 担当部局 地方協力局環境政策課 

5 評価実施時期及び分析対 評価実施時期：令和３年８月 



 

象期間 分析対象期間：平成２８年度～令和２年度               

6 創設年度及び改正経緯 昭和４４年創設 

昭和５０年改正 １，５００万円に引き上げ 

 

7 適用期間 恒久措置 

8 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

防衛省では、我が国の平和と安全及び国民の安心・安全を確保し、

自由で開かれた国際秩序を維持強化して我が国の平和と繁栄を確保

するとともに、世界の平和と安定及び人間の安全保障の確保に貢献す

るという我が国の安全保障の目標達成に向け、我が国自身の努力、

同盟国との協力、国際社会における多層的な安全保障協力等を総合

的に推進することとしている。 

これらのうち、日米安全保障体制を中核とする米国との同盟関係

は、我が国の平和と安全を確保するためには不可欠であり、我が国の

安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄

与するため、日米安保条約及び日米地位協定において、駐留軍は、日

本国において施設及び区域を使用することが許される旨規定されてい

る。このため、我が国は、日米安保条約の目的達成のために必要な施

設及び区域を日米地位協定に定めるところに従って提供する義務を有

しており、施設及び区域の安定的な使用を確保するということが必要で

あることから、駐留軍の用に供する土地等の権原を取得することを目

的としている。 

《政策目的の根拠》 

１ 日米安保条約第６条 

２ 日米地位協定第２条第１項（ａ） 

３ 駐留軍用地特措法第１条 

４ 平成３１年度以降に係る防衛計画の大綱について（平成３０年１２月

１８日国家安全保障会議・閣議決定）Ⅲの２の（３） 

５ 中期防衛力整備計画（平成３１年度～平成３５年度）について（平成

３０年１２月１８日国家安全保障会議・閣議決定）Ⅰの４、Ⅲの４の（２） 

別紙参照 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

防衛省における政策評価に関する基本計画（防官企（防）第１５４

号。３１．３．２９）に規定する防衛省の政策評価における政策体系にお

いて、次のとおり位置付けられている。 

基本目標： ① 平素から、我が国が持てる力を総合して、我が国に

とって望ましい安全保障環境を創出 

② 我が国に侵害を加えることは容易ならざることであ

ると相手に認識させ、脅威が及ぶことを抑止 

③ 万が一、我が国に脅威が及ぶ場合には、確実に脅

威に対処し、かつ被害を最小化 

政策分野： 日米同盟の強化（日米同盟の強化） 

施   策： 在日米軍駐留に関する施策の着実な実施 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

駐留軍用地特措法に基づく使用又は収用により、駐留軍の用に供

する土地等の権原の取得を円滑に進めること。 



 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本租税特別措置により、駐留軍用地特措法に基づく使用又は収用

によって、駐留軍の用に供する土地等の権原を円滑に取得すること

で、施設及び区域の安定的な使用が確保され、日米安保条約の目的

達成のために必要な施設及び区域を日米地位協定に定めるところに

従って提供する義務が履行されることとなり、ひいては、我が国の安全

に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与す

ることとなる。 

9 有効性

等 

① 適用数 １ 過去の実績： 駐留軍用地特措法に基づく使用又は収用において、

適用条件を満たさなかったことから、実績はない。 

２ 本租税特別措置の対象者は、駐留軍の用に供する土地等につい

て、駐留軍用地特措法に基づき使用又は収用される場合の土地等の

所有者（個人又は法人）であり、特定の者に偏るものではない。 

② 適用額 － 

 

 

③ 減収額 － 

 

 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

－ 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

－ 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本租税特別措置により、駐留軍用地特措法に基づく使用又は収用

によって、駐留軍の用に供する土地等の権原を円滑に取得すること

で、施設及び区域の安定的な使用が確保され、日米安保条約の目的

達成のために必要な施設及び区域を日米地位協定に定めるところに

従って提供する義務が履行されることとなり、ひいては、我が国の安全

に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与す

ることとなることから、本租税特別措置により税収減を是認する効果を

有するものである。 

 

10 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本租税特別措置は、駐留軍用地特措法に基づく使用又は収用によ

り、駐留軍の用に供する土地等の権原を取得し、日米安保条約の目

的達成のために必要な施設及び区域を日米地位協定に定めるところ

に従って提供する義務を履行する必要から、土地等の所有者の税負

担を軽減するためのものであり、譲渡所得を課税する一方で、国の補

助金等によりこれを補填することは非効率であり、譲渡所得の課税の

特例措置を採ることが妥当である。 



 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

なし 

 

 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

なし 

 

 

11 有識者の見解 特に意見なし。 

 

12 評価結果の反映の方向性 引き続き、本租税特別措置を継続する。 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

平成２８年７月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 

 

１ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約（抄） 

（昭和３５年条約第６号） 

第六条 

日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与するため、アメリカ合

衆国は、その陸軍、空軍及び海軍が日本国において施設及び区域を使用することを許される。 

 

 

２ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日

本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（抄） 

（昭和３５年条約第７号） 

第二条 

１（a） 合衆国は、相互協力及び安全保障条約第六条の規定に基づき、日本国内の施設及び区域の使用

を許される。 

 

 

３ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日

本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法（抄） 

（昭和２７年法律第１４０号） 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定を実施するため、日本国に駐留するア

メリカ合衆国の軍隊（以下「駐留軍」という。）の用に供する土地等の使用又は収用に関し規定することを

目的とする。 

 

 

４ 平成３１年度以降に係る防衛計画の大綱について（抄） 

平 成 ３０年 １２月 １８日 

国家安全保障会議決定 

閣 議 決 定 

Ⅲ 我が国の防衛の基本方針 

２ 日米同盟の強化 

（３）在日米軍駐留に関する施策の着実な実施 

接受国支援を始めとする様々な施策を通じ、在日米軍の円滑かつ効果的な駐留を安定的に支える

とともに、在日米軍再編を着実に進め、米軍の抑止力を維持しつつ、地元の負担を軽減していく。 

特に、沖縄については、安全保障上極めて重要な位置にあり、米軍の駐留が日米同盟の抑止力に

大きく寄与している一方、在日米軍施設・区域の多くが集中していることを踏まえ、近年、米軍施設・

区域の返還等の沖縄の負担軽減を一層推進してきているところであり、引き続き、普天間飛行場の移

設を含む在沖縄米軍施設・区域の整理・統合・縮小、負担の分散等を着実に実施することにより、沖

縄の負担軽減を図っていく。 

 

 

 



 

５ 中期防衛力整備計画（平成３１年度～平成３５年度）について（抄） 

平 成 ３０年 １２月 １８日 

国家安全保障会議決定 

閣 議 決 定 

 

Ⅰ 計画の方針 

４ 米国の我が国及びインド太平洋地域に対するコミットメントを維持・強化し、我が国の安全を確保する

ため、我が国自身の能力を強化することを前提として、「日米防衛協力のための指針」の下、幅広い

分野における各種の協力や協議を一層充実させるとともに、在日米軍の駐留をより円滑かつ効果的

にするための取組等を積極的に推進する。 

 

Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業 

４ 日米同盟の強化 

（２）在日米軍駐留に関する施策の着実な実施 

在日米軍の駐留をより円滑かつ効果的にするとの観点から、在日米軍駐留経費を安定的に確保す

る。 

 

 


